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人事関連施策を組織内実践するため
の変革アプローチ

本論文は，企業が人事関連施策を変革する際に適切な変革アプローチについて検討したも
のである。具体的には，企業変革の目的と方向性が異なる 2 つの企業の変革アプローチを
比較し，それぞれがバークとリットウィン（Burke and Litwin）の変革モデル，およびワ
イクとクイン（Weick and Quinn）の変革プロセスのどちらに沿って進められたかを分析
した。分析の結果，組織変革の規模が大きく，組織文化の再構築など中長期的なアプロー
チが求められる場合には，バークとリットウィンのモデルが適用されやすいことが確認さ
れた。このモデルでは，変革に向けたリーダーシップ，変革チームの組成，制度やプロセ
スなど構造的な変更が重要な役割を果たしていた。一方で，変化が連続的かつ適応的に進
む環境では，ワイクとクインのアプローチがより適合し，漸進的な取り組み，組織メン
バーの継続的な関与やモニタリングを通じた変革が進められていた。本研究は，組織の変
革アプローチの選択において，経営環境や組織の特性が影響を与えることを明らかにし，
それぞれの状況に応じた最適な変革モデルの適用条件を提示した。これにより，企業がラ
インや関連部門を巻き込んで従来施策を変革する際の戦略的な指針を得ることができる。
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Ⅰ　は じ め に

　新たな人事関連の仕組みの導入，といった場
合，大きく 2 つの種類の仕組みに分類できる。最
も頻繁に生じるのは，例えば新しい人事考課制度
や報酬制度といったような，新人事施策の導入で
ある。バークとリットウィン（Burke and Litwin 
1992）は，こうした変革を「トランザクショナル

な変革」，すなわち，組織の構造や業務プロセス
に変化を与える変革と呼んだ。
　これに対し，例えば「メンバーシップ雇用」か
ら「ジョブ型雇用」に移行するような，新たな人
事システム 1）を導入する場合がある。バークと
リットウィンは，こうした変革を「トランスフォー
メーショナルな変革」，すなわち，組織のメン
バーからまったく新しい行動セットを引き出すよ
うな変革と呼んだ。
　「トランザクショナルな変革」であっても，「ト
ランスフォーメーショナルな変革」であっても，
経営陣や人事部の期待とは裏腹に，新たな施策の
導入や実践には困難が伴うことが多い。なぜな
ら，新施策の導入によって得られる利益，あるい
は生じる損失が企業および株主，従業員，労働組
合といった企業を取り巻くステークホルダーの間
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出所：一守（2022）

図 1　人的資本経営モデル

で異なり，さらには個々のステークホルダー内で
も階層間で直面する問題が異なるからである。特
に，単独の人事制度の変更に留まらず，互いに関
連し合いながらシステムを構成している人事制度
の 1 つ 1 つを再定義していくことになる「トラン
スフォーメーショナルな変革」の際の抵抗は大き
くなるはずである。
　企業はその際の困難に対してどのように対応
し，どのようなアプローチで乗り越えているのだ
ろうか。
　そこで本論では，近年注目されている「人的資
本経営」をとりあげ，人的資本経営の導入を推進
している企業の事例を通して，経営トップやその
推進を担う部門が困難を乗り切りながらどのよう
に変革を推進しているかについて紹介し，その変
革アプローチについて考察したい。
　ここで「人的資本経営」を事例として取り上げ
たのは，日本生産性本部（2024）によれば，人的
資本経営に熱心に取り組んでいる企業はこれまで
にもさまざまな人材マネジメントを講じてきてお
り，人的資本経営という概念は，従来からの取り
組みをベースとしつつ，企業の存在意義や企業文
化の再定義を含めた人材マネジメント全体の再構
築を行う機会となっていることが確認されており，
これはすなわち“ビジョン，価値観，リーダー
シップ，企業文化などといった組織の深層的な要
素を再定義していく”「トランスフォーメーショ
ナルな変革」に他ならないと思えたからである。

Ⅱ　人的資本経営―変革のトリガー

　最初に，人的資本経営という考えについて簡単
に整理したい。
　人的資本経営とは，経済産業省の定義によれ
ば，“人材を「資本」として捉え，その価値を最
大限に引き出すことで，中長期的な企業価値向上
につなげる経営のあり方”である。
　人的資本という概念は，もともと労働市場を対
象にした労働経済学の概念であるが，現在日本企
業の間で人的資本が注目を集めているのは，主に
投資家がこの領域に対する関心を高めたことに端
を発している。その背景には，① SDGs の動きと

ESG 投資の拡大，②投資家が投資先を選定あるい
は評価する際に参照する情報の変化，などがある。
　世界の ESG 投資額の統計を集計している国際団
体の GSIA（Global Sustainable Investment Alliance）

（2022）によれば，2022 年の世界の ESG 投資額が
2020 年 比 14％ 減 の 30.3 兆 ド ル（ 約 4500 兆 円 ）
だった中，日本では 2020 年比 49％増の 4.2 兆ド
ルと，依然として高い伸びを見せている。
　また，投資家が投資先を選定あるいは評価する
際に参照する情報変化の背景には，例えばニュー
ヨーク証券取引所，NASDAQ などに上場してい
る企業のうち代表的な 500 企業の時価総額に占め
る「無形資産」2） の割合が 1975 年には 17％だっ
たものが，2020 年には 90％を占めるようになっ
ているという近年の調査（OCEAN TOMO 2020）
などが影響していると考えられている。
　人的資本経営というのは前述の通り「経営のあ
り方」であって「人事制度」そのものではない。
　一守（2022, 2024）によれば，人的資本経営に
おいて，企業の存在意義，組織文化，経営戦略，
人材戦略，人事施策，人的資本指標などの人的資
本経営を構成する要素間の連動性・整合性が重要
である（図 1）。このため，人的資本経営導入の際
には，「トランスフォーメーショナルな変革」の
変革アプローチを意識することが求められるとい
えよう。

企業の存在意義

企業文化
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　日本生産性本部（2024）は，人的資本経営を導
入し，熱心に推進している企業 10 社に対するヒ
アリング調査とそのうち同意を得られた 5 社の従
業員（人事部門，経営企画部門およびそれ以外の従
業員）に対するアンケート調査をもとに，人的資
本経営を効果的に進めるための 10 のポイントを
示した（表 1）。
　これによれば，人的資本経営は企業トップが主
導し，その重要性と内容を社内に分かりやすく説
明 し， 人 的 資 本 指 標（KPI：Key Performance 
Indicators）の数値を見ながら PDCA のサイクル
を回していくことが必要とされている。

表 1　人的資本経営を効果的に進めるための 10のポイント

フェーズ No 内容

導入フェーズ

1 経営トップを巻き込んでいるか
2 経営戦略と人材戦略のつながりはあるか

3 社員に取り組みをわかりやすく説明して
いるか

運用フェーズ

4 人材戦略を実現するための課題あるいは
方向性が整理されているか

5 人材戦略を実現するための「わが社らし
い」施策が検討されているか

6 個人の能力を組織の能力にする取り組み
がなされているか

7 人材戦略の実現や人事施策の実施が確認
できる指標が選択されているか

8 経営戦略から人的資本の開示までを“流
れるような”ストーリーで語れるか

定着フェーズ
9 現場の管理職を巻き込んでいるか

10 自社の取り組みが理解されるのに十分な
開示がなされているか

出所：日本生産性本部（2024）を一部修正

Ⅲ　変革のアプローチ

　ここで，変革のアプローチに関する先行研究を
概観しておく。
　ここでは，変革の理論的枠組みに関する先行研
究として，バークとリットウィン（Burke and 
Litwin 1992）の変革モデルと，ワイクとクイン

（Weick and Quinn 1999）の変革プロセスをとりあ
げる 3）。
　その理由は，この 2 つのアプローチが，異なる
組織変革の性質（計画的・大規模な変革か，創発
的・連続的な変革か）に対して，対照的なアプロー
チをとっているからである。

　特に人的資本経営の導入においては，企業ごと
に変革の目的や背景が異なるため，それぞれのア
プローチが適用されやすいケースを比較すること
によって，変革アプローチの選択と適用条件に関
する有益な知見が得られると考えた。
　組織の変革を引き起こす要因は多様であり，変
革アプローチを予測することも制御することも極
めて困難ではあるが，バークとリットウィンは，
企業変革中に生じる事象間には一定のパターンが
あり，特に「トランスフォーメーショナルな変
革」ではリーダーシップの発揮が不可欠であると
指摘した。
　表 2 では，このモデルが示す主要な変革の流れ
を図示している。特に，外部環境の分析が起点と
なり，最終的に個人の動機づけと組織目標の連動
に至るまでのステップが明確に整理されている。

表 2　バークとリットウィンの変革モデル

No 内容
1 外部環境の分析
2 組織トップによる変革の必要性の認知
3 ミッションと戦略の修正
4 文化と価値観の変革
5 組織の制度やプロセスの変更
6 組織の目標と個人の動機づけの連動

出所：Burke and Litwin（1992）をもとに筆者作成

　これに対して，ワイクとクインは，組織変革に
は「エピソード的変革（Episodic Change）」と「連
続的な変革（Continuous Change）」の 2 つのパター
ンがあると述べ，レヴィン（Lewin 1947）の「解
凍（Unfreezing）→移動（Changing）→再凍結（Re- 
freezing）」のモデルを発展させ，連続的な変革 
に対応するための「凍結（Freeze）→リバランス

（Rebalance）→解凍（Unfreeze）」というプロセス
を提唱している（表 3）。
　ここで「凍結」とは，連続的な変化を可視化し
て，外部環境や自社の状況をパターン化すること

表 3　ワイクとクインの変革プロセス

No 内容
1 問題の可視化（凍結：Freeze）
2 問題の再解釈（リバランス：Rebalance）
3 新たな流れに戻す（解凍：Unfreeze）

出所：Weick and Quinn（1999）をもとに筆者作成
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である。
　次の「リバランス」とは，問題を機会として捉
えなおし，新たな展開に向かわせることをいう。
このリバランスに用いられる際には「引き寄せの
理論」が働いているという。この考えは，コッ
ター（Kotter 1995）の「変革は管理するものでは
なく導くものであり，変革を導くことは，人々に
どうあるべきかを示すことである（魅力の論理）」
という主張に似ている。
　最後の「解凍」は，可視化するために凍結した
流れを解き放つことを意味する。人々が新しい方
向に向かうのは，そちらに行けと言われたからで
はなく，その方向性に惹かれ，引き寄せられ，触
発されるからである，という考えがその背景にあ
り，リバランスによってその状況を作れば，これ
まで以上に全体の流れに留意しながら，より異変
に強く，より柔軟に各人の役割を実行するという。
　これまでに見てきた組織変革のアプローチは，
共通点がある一方，変革のタイプによって異なる
点もある。例えば“変革を起こす頻度はそう多く
ないが，範囲が広いために時間がかかり，創発的
な変化よりも意図的で形式的であり，プログラム
が変更されるよりもむしろ置き換えられ，組織の
より高いレベルで開始される傾向がある変革”

（Mintzberg and Westley 1992）には，バークとリッ
トウィンの「トランスフォーメーショナルな変
革」モデルが適している。一方，“継続的・進化
的で，累積的である傾向がある組織的変化であ
り，変化は創発的なものであるという前提を持つ
変革”（Burke and Litwin 1992）にはワイクとクイ
ンの「凍結（Freeze）→リバランス（Rebalance）→
解凍（Unfreeze）」プロセスが適していそうで
ある。
　人的資本経営の導入も，企業が置かれた状況に
より，その目指すところは異なる。
　組織文化の変革を目指す企業もあれば，危機対
応を積み重ねる中で方向性を見出す企業もある。
両者のアプローチは共通して「リーダーシップが
変革の鍵である」点を強調するが，前者は「組織
文化を変革する」長期的なプロセスに焦点を当
て，後者は「危機対応型」の短期間の変革の累積
に焦点を当てるだろう。

　そこで本論では，組織文化や従業員の価値観の
変化を生み出すことを目指して人的資本経営を推
進している企業と，直面する危機対応を重視して
人的資本経営を推進している企業をとりあげ，比
較型ケーススタディ（Comparative Case Study）
の手法を用いて事例研究を行う。
　ここで比較型ケーススタディの手法を採用する
狙いは，主に次の 2 つである。1 つ目は，異なる
事例を比較して共通点や相違点を明確にできるか
らである。事例研究対象としてとりあげる 2 つの
企業が，それぞれバークとリットウィンの変革モ
デルとワイクとクインの変革プロセスのどちらに
沿って変革を進めているかを比較することで，ど
のような状況でどのアプローチが適用されやすい
のかを分析できる。2 つ目は，経営課題に応じた
変革アプローチの適用を検討できるからである。
　企業の経営課題（例えば組織文化改革か継続的適
応かなど）に応じて，どの変革アプローチが適切
なのかを評価し，それぞれの有効性を比較するこ
とが可能となる。

Ⅳ　2 つの変革事例

　比較ケーススタディの事例として，大手飲料
メーカー A 社（以下，A 社）と大手 IT サービス
企業である SCSK 株式会社（以下，SCSK）の 2
社をとりあげる 4）。これらの企業を選定した理由
は次の通りである。
　A 社は，人的資本経営を通して組織文化の刷
新を目的とした中長期的な変革に取り組んでい
る。これは「トランスフォーメーショナルな変
革」の典型例であると考えることができ，この変
革に伴う困難や困難を乗り越えるアプローチが分
析対象になると考えたからである。
　SCSK は，従業員を取り巻く労働環境の改善を
危機対応と捉え，その対応の積み重ねの延長線上
に人的資本経営の枠組みを導入し，目の前の課題
への対応を積み重ねながら新たな組織の方向性を
形作っている。これは，連続的な変革の代表的事
例として位置づけることができる。その過程で業
界の常識を覆す改革や，全従業員だけでなく顧客
を巻き込んだ活動を進めてきており，その変革に
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伴う困難や困難を乗り越えるアプローチが分析対
象になると考えたからである。
　このように，両社の対照性を活かすことで，変
革アプローチの違いとその有効性を比較検討する
ことが可能になると考え，対象企業として選定
した。
　なお，この 2 社に対する事例研究は，それぞれ
の企業の人事責任者に対するインタビューと公開
資料により行った。

１　大手飲料メーカーA社

　A 社は，東京に本社がある創業約 150 年の老
舗飲料メーカーであり，現在は持株会社の下に複
数の事業会社を展開している。従業員はグループ
全体で 1 万人を超える。
　同社の事業は，国内需要の縮小，飲料の消費形
態（種類や場所）の変化，国民の健康意識の向上，
社会のデジタル化・EC 市場の伸長など，さまざ
まな外部環境の変化に直面している。
　そこで同社は，2023 年から 2026 年までの中期
経営計画（中計）において，「未来と挑戦」を
キーワードとして掲げ，これまでの事業構造を転
換して新たな成長に向けて舵をとることを基本方
針とした。
　この時，中計で策定した経営戦略と人事戦略の
連動を意識した人的資本経営の導入を決定した。
　中計の基本方針である「事業構造の転換」のた
めには，現在の事業ポートフォリオを整理したう
えで，今後もコアとなる事業の収益力を強化しな
がら，新規事業・新規市場における成長を図る必
要がある。そこでこれらを経営戦略として設定し
た。さらにその経営戦略達成のために，多様性の
促進と社内外人材の流動的活用，人的資本投資に
よる個と組織の強化，従業員エンゲージメントの
向上と従業員の健康促進による優秀な社員の引き
留め，という 3 つの人材戦略が策定された。
　同時に，事業構造の転換を推進するために同社
の経営陣が重視したのは，創業 150 年という長い
間に築いてきた過去の名声や成功にとらわれな
い，未来に対して挑戦する企業文化，内向きでは
なく外向きの企業文化の醸成である。そして，そ
の企業文化を醸成するために①人事制度の改定，

②仕事のプロセスの変更，③経営層の自己変革，
④組織の目標と個人の動機づけの連動，という対
策を講じてきた。以下，順にその内容を説明する。

①人事制度の改定
　企業文化を「“過去の振り返り”から“未来向
き”」へ，「“内向き”から“外向き”」へ変えるた
めに，同社は評価制度の抜本的な改定を行った。
具体的には，従来の評価制度の廃止と年間考課ラ
ンク付けの廃止である。
　従来は多くの企業と同様に，一定の考課期間を
終えた後に上司が部下に対してフィードバックを
行うやり方をしていた。この方法では，過去の振
り返りが議論の中心となる。また，過去の振り返
りから未来の話に展開されれば良いのだが，どう
しても考課結果（ABC などの考課ランク）の伝達
だけで終わる傾向が強かった。そこでこのやり方
を改め，フィードバックのタイミングは「リアル
タイム」とし，ABC などの考課ランク付けを廃
止した（「ノーレイティング」という）。これによ
り，頻度の高い 1 on 1（上司と部下の 1 対 1 の話し
合い）の機会を作り出し，ノーレイティングとす
ることで，1 on 1 の場を部下の強みや弱み，今後
の成長への話し合いの場として使うようになっ
た。さらには，これまでは ABC などの考課ラン
クの正しさを調整して最終決定する機能を果たし
ていた「評定会議」という場が，従業員の力の発
揮度合いや強み・弱みを議論する場として使える
ようになったため，その名称を「人財育成会議」
に変更した。もちろん，ABC などの考課ランク
を廃止したとしても，個人ごとの組織に対する貢
献度は異なる。その貢献度は賞与の配分で差をつ
けるようにした。各人の基準賞与額に上乗せする
原資を事業部ごとに配分し，それぞれの事業部内
で「個人業績をベースとした組織目標への貢献
度」に基づいて原資を個人に分配する。

②仕事のプロセスの変更
　同社が企業文化を「未来向き」にするととも
に，仕事のスピード感を増すために行った仕事の
プロセス変更が，「全社員 DX 化」の取り組みで
ある。これによって新たなテクノロジーを日常的
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に使いこなしながら仕事を効率的かつ素早くこな
しつつ，その活用構想のアイデア創出・実現を通
して変革を起こす強い文化を醸成する狙いがある。
　具体的な取り組みとしては，まず社内に推進
チームを立ち上げ，事業所ごとに企画と推進を行
い，グループ全体の動きをモニタリングしながら
グループ共通基盤として運用したり，グループ横
断案件として運用をサポートしたりした。

③経営層の自己変革
　こうした意識改革は従業員だけが行っても企業
文化にはつながりにくい。そこで同社は，経営層
が率先して自らの自己変革に動き出した。具体的
には，まず経営層がワークショップを行って変革
断行のための意識を揃えるところからはじめ，次
いで経営層を対象とした 360 度サーベイ（自己理
解と内省を深めることを目的として，周囲の自分に
対する評価と自己評価とのギャップを把握する調査）
を実施し，経営層自らの行動変容につなげるプロ
グラムを導入した。

④組織の目標と個人の動機づけの連動
　これについては，従来から行ってきた，所属組
織の年度計画達成にむけて自分がやるべき業務目
標を設定してきたやり方に加え，企業のビジョン
実現や所属事業所あるいは組織として目指したい
姿に対して自分が感じている問題意識やチャレン
ジしたいテーマを掲げる目標を設定することとし
た。後者を「ストレッチゴール」と呼んでいる
が，これは前述の，「ノーレイティング」によっ
て可能となった目標設定のやり方である。
　ところで，こうした一連の改革は従業員にどの
ように受け入れられたのか。同社が従業員に対し
て行った社内アンケートの結果，2021 年度には

『中長期的な会社の方針や目指す方向性が明確に
なった』と回答した割合が 58％であったのに対
し，2023 年度には 68％に上昇した。また，『自分
が行った仕事の成果についてフィードバックを得
られた』と回答した割合も 2021 年度の 77％から
2023 年度には 81％へと改善された。これにより，
会社の取り組みが従業員に徐々に浸透しているこ
とがデータとしても示された。

２　SCSK

　SCSK は，グループ全体で従業員数 1 万 5000
人を超える，東京に本社を置く大手 IT サービス
企業である。同社は，業界ならびに自社が直面す
る人事管理上の難題を従業員およびステークホル
ダーの意識変革を通して次々と解決しながら，そ
の延長線上にある課題克服に取り組み，さまざま
な仕掛けを採り入れることによってそれを定着さ
せ，一連の取り組みの先に自社の目指すべき人材
マネジメントの方向性を確立した企業である。
　SCSK の変革は，2011 年から始まった。
　当時の IT 業界は，長時間労働が常態化し，“休
めない・帰れない”という状況が当然と思われて
いた。同社の従業員の働き方も同様であり，当時
の月間平均残業時間は約 28 時間であった。当時
の経営トップは，このままでは会社の成長は見込
めないと考え，“社員の健康を守るために”長時
間労働を重要な経営課題と位置づけ，残業時間を
月間 20 時間以下，有給休暇 20 日（100％取得）を
具体的な全社目標として掲げた。
　当初は，特に残業が多い部署に対して「残業半
減運動」を展開し一定の効果が見えたが，年度末
になると元の状態に戻るなど定着しなかった。
　そこで，次に「浮いた残業代を全額社員に還元
する」という方針を掲げ，目標達成時には組織イ
ンセンティブを支払うなど，さまざまな施策を導
入するとともに，残業削減活動の対象を全社に拡
大して実行した。組織インセンティブとは，500～
1000 人以上の大きな組織単位ごとに，そこに所
属する全員の残業時間の平均値が目標を達成でき
た場合，組織の全員に特別ボーナスを支給する，
という仕組みである。この取り組みの結果，約 3
年をかけて平均残業時間は 20 時間を下回るまで
になり，有給休暇の取得率は 90％を超えるよう
になった。
　想像するに難くないが，変革の過程でさまざま
な抵抗に直面した。
　最初の最も大きな抵抗は，残業時間削減による
顧客離れ，売上・利益の減少に対する懸念からく
る役員からの反対であった。これに対して経営
トップは，役員会を実施するたびに繰り返し改革
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の必要性を訴え続けた。その結果，役員の合意形
成がなされ，全社的な推進体制が確立された。
　経営トップが，役員の理解と協力を得て，次に
行ったのも，関係者へのコミュニケーションの徹
底である。
　まず，経営トップ自らが顧客に向けた手紙を書
き，各役員が顧客の役員層のもとへ持参して協力
を仰いだ。また，同社はこの変革を「従業員の意
識の変革」と捉え，従業員の家族にも手紙を出し
て理解と協力を求めた。従業員に対しては，役員
層の間で行われた対話を文書化し，その内容が全
社員にいきわたるように繰り返し社内イントラで
情報発信した。
　結果的に同社は，営業利益を下げることなく，
同社の働き方に大きな変革をもたらした。一度従
業員の意識変革が成功すれば，「言われたからや
る」から「自ら行う」に変わり，変革が定着して
いき，同社ではその後もコロナ禍の混乱時を除い
て月間残業時間が 20 時間の水準で推移している。
　“社員の健康を守るために”労働時間の削減を
実現した同社が次に取り組んだ変革は，2015 年
から取り組んだ，健康に良い行動習慣の定着と健
診結果の良化をめざす取り組みである。
　具体的には，健康の維持・増進につながる行動
習慣の日々の実践度と，毎年の定期健康診断結果
に応じてポイントを付与し，年間を通して貯まっ
たポイント数に応じて特別ボーナスを支給するこ
とで，従業員一人一人の行動改善と健康意識の向
上を促すものである。この特別ボーナスは，個人
単位の取り組み状況に加え，組織単位の取り組み
状況に応じても支給することによって，個人が取
り残されない仕組みとなっている。
　行動習慣の記録率は取り組み開始以来 100％近
くを維持している。定期健康診断における特定項
目の基準達成率については，45％という水準から
はじまり，その後，組織単位での特別ボーナス支
給といった工夫や従業員の健康意識の高まりと共
に 76％まで上昇し，コロナ禍を経て現在は 60％
近くの水準で推移している。
　同社のこうした変革の成功と定着は，①ゲーム
性，②インセンティブ，③情報開示という 3 つの
仕掛けによるところが大きい。順に説明する。

①ゲーム性
　まず同社の取り組みで特徴的なのは，ある変革
を導入する際に，従業員がその目指すべき内容や
方向性を理解しやすいようなネーミングをつける
点にある。先に紹介した残業削減活動には，残業
月 20 時間以下，前年度比 20％減，年次有給休暇
20 日取得，という目標から「スマートワーク・
チャレンジ 20（略称：スマチャレ 20）」としたり，
従業員の健康リテラシーを高め，長期的な健康の
維持・増進を目指した際には「健康わくわくマイ
レージ」と名付けたりして取り組みを全社展開
した。

②インセンティブ
　同社では，これまでにない取り組みを全社展開
する際に，達成に応じてインセンティブを支払う
仕組みを効果的に導入している。このインセン
ティブは，個人が目標を達成した際に支払うだけ
でなく，所属組織全体が目標を達成した際にも支
払う仕組みにすることによって，組織のメンバー
全員で目標達成する動機づけにつなげている。こ
のインセンティブの消化状態を見ると，会社の取
り組みに対して従業員がどの程度本気で改革に取
り組んでいるのかが把握でき，その結果，改革を
妨げる問題点や課題がある場合には，追加施策や
人事制度を見直すなど，素早い対応につなげるこ
とができる。

③情報開示
　改革の進捗状況は，関連の数値目標に落とし込
んで可視化し，毎月の役員会で共有されている。
役員会でのそのやりとりは，イントラネットにそ
のまま掲載され，自分たちの部門は他部門と比較
してどうなのか，経営トップは役員に対して何を
語っているのか，会社は改革に対して本気なのか
が全従業員にわかるようにしている。この閲覧数
はどのページよりも高いという。
　この他にも，人事に関わる情報がかなり詳細に
数値化され開示されており，常に開示結果を参照
しながら必要に応じて打ち手を講じている。
　同社では，すでに述べたような変革の直接的な
効果として，その第一段階では残業が削減し，年
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次有給休暇の取得率が高まったという効果を得た
が，この活動を皮切りに，より広い意味での健康
経営に発展していき，さらにはそれが，新たな報
酬制度の導入や従業員の多様性の拡大に発展して
いった。そして同社はその先の方向性として
2023 年から「Well-Being 経営」を掲げ，さらな
る働きやすさと働きがいの実感，心身の健康とパ
フォーマンス発揮，多様性と包摂の進化に取り組
んでいる。Well-Being の独自指標を定め，社員
全員の実感値を測定し，各組織にフィードバック
したところ，現在，全社の 70％の組織（部）に
おいて Well-Being 活動が自発的に始まっている
ことが把握された。これは，前述した一連の改革
において社員全員を巻き込んで実施し成功した経
験を通して，新たな施策の導入に際しては意識改
革が重要であるという点が現場に理解されたこと
が背景にあると，同社では分析している。

Ⅴ　事例の考察

　A 社の変革初期における主な障害は，従業員の
「現状維持バイアス」と経営層の「変革への慎重
姿勢」だった。150 年の歴史を持つ企業文化の中
では，「これまでの成功モデルを大きく変える必
要はない」との考えが根強く，従業員の多くは，
いわゆる「コンフォタブル・ゾーン（Comfortable 
Zone）」から抜け出せていない状態にあった。ま
た，経営層においても，150 年かけて醸成されて
きた良い企業文化を変革することによって「わが
社らしさ」を喪失したり，従業員のモチベーショ
ンに悪影響を与えたりするのではないかという懸
念があった。
　一方，企業を取り巻く環境が大きく変わる中，
変革は“待ったなし”の状態になった。
　そこで，経営層は変革を成功させるために，以
下の取り組みを順次展開していった。
　まず，経営戦略と人材戦略を結び付け，企業の
価値向上につなげていくために，人的資本経営と
いう考え方をその中心に置いた。そして，経営戦
略の目指す姿として，「異次元スピードの変革・
人財の個性，実行力の強化・挑戦一層の推進」を
掲げた。そのためには，すべての従業員を「コン

フォタブル・ゾーン」から出さなくてはならな
い。これには企業文化と価値観の変革が必要で
あった。
　変革の目的を従業員に明確に伝えるために，経
営トップが直接従業員に向けたメッセージを発信
するタウンホールミーティングを開催し，変革の
意義や方向性を繰り返し説明した。
　そして「挑戦すれば評価される」新たな人事評
価制度を導入し，組織における役割の大きさやそ
こで求められるスキルの発揮度合いで給与が決ま
るようにした。
　最後に，「変革の進捗を可視化し，データに基
づく意思決定を行う」ために，人的資本に関する
指標（従業員エンゲージメント指標，離職率，社内
アンケートの満足度，副業経験者人数，女性役員比
率，など）を設定し，定期的にモニタリングを
行った。
　同社が人的資本経営の枠組みの中で取り組んで
きた企業文化の変革は，同社が約 150 年かけて醸
成してきた企業文化を変革するという非常に大き
なチャレンジであるが，これまでに醸成された企
業文化のすべてを否定して変更するのではなく，
良い部分は継承しつつ将来の企業の成長のために
は不都合になっている部分を意図的に壊して新た
な文化を追加していくアプローチと言えるだ
ろう。
　このような，“時間がかかり”，“意図的であ
り”，“組織の高いレベルで開始される”という性
質を持つ変革は，「トランスフォーメーショナル
な変革」が適しているといえ，事実，この企業の
これまでの変革への道のりはバークとリットウィ
ンの「トランスフォーメーショナルな変革」モデ
ルを想起させるものといえよう（表 4）。
　次に，SCSK では，変革初期の最大の障害は，
業界の慣習として根付いていた「長時間労働文
化」であった。
　当時の同社では，「長時間労働＝生産性が高い」
という考え方が広く浸透しており，特に役員層や
管理職層からは「労働時間の短縮は業績低下につ
ながる」との懸念が強かった。さらに，顧客側の
要望もあり，短期間での納品スケジュールの維持
や，長時間の客先常駐などを求められたため，労



73

論　文　人事関連施策を組織内実践するための変革アプローチ

No. 781/August 2025

働時間削減の実現は困難を極めた。
　これに対し，同社は，「経営トップのコミット
メント」「顧客との交渉」「インセンティブ設計」
を 3 つの柱として改革を推進した。
　まず，「経営トップのコミットメント」として，
経営トップが定期的に役員会でその必要性を訴
え，社内イントラネットでその状況を発信し，

「変革は一時的な取り組みではなく，会社の未来
に直結する戦略である」と強調した。
　さらに，「顧客との交渉」では，高負荷労働の
削減や，有給休暇取得の必要性を説明し，顧客の
理解を得ながら顧客を巻き込み推進した。
　加えて，「インセンティブ設計」では，残業削
減目標を達成した組織単位で特別ボーナスを支給
する制度を導入し，組織全体での意識改革を促
した。
　このように，同社の人的資本経営の土台にある
のは，“社員の健康”である。社員が健康で幸せ
に働く環境を整えれば，良い仕事をして，ひいて
は企業業績，企業価値が向上するという信念のも
とに経営が行われている。これをあえて経営理論
に結び付ければ，マクレガー（McGregor 1960）
の Y 理論に基づいた人間観によるマネジメント，
あるいはブラウ（Blau 1964）の社会的交換理論を
応用したマネジメントとも解釈できる。ブラウは
このような「与えられ，それに応える」関係を，

「相手が返すと期待される報酬によって動機づけ
られる諸個人の自発的な供与行為からなるもの」

とみている。
　同社の変革の特徴は，目前に現れる経営課題を
可視化し，到達目標を決め，それに向かってさま
ざまな対策を講じ，それが収まるのを見るや，矢
継ぎ早に次の経営課題解決へ取り組むといったよ
うに，一連の活動が束になっているという点であ
る。この，立ち止まることのない変革の連鎖は，
明らかに先の事例で見たバークとリットウィンの
変革モデル，あるいはレヴィンの「解凍（Un- 
freezing）→移動（Changing）→再凍結（Refreezing）」
の変革モデルとは異質のものである。
　連続して現れる課題を可視化し，さまざまな仕
掛けにより従業員個人や組織を引き寄せ自ら取り
組ませ，新たな思考様式・行動様式を維持させる
プロセスは，ワイクとクインの連続的な変革に対
応 す る た め の 変 革 ア プ ロ ー チ で あ る「 凍 結

（Freeze）→リバランス（Rebalance）→解凍（Un- 
freeze）」プロセスを想起させる変革プロセスとい
えるだろう（表 5）。

表 5　SCSKの変革アプローチ

変革プロセス 内容
Step1
問題の可視化

（凍結：Freeze）
長時間労働の実態をデータで把握

Step2
問題の再解釈

（リバランス：Rebalance）

削減目標設定
↓

未達
↓

役員会での継続的な議論を通した
意識改革・インセンティブ設定

（残業削減達成ボーナスの支給）
↓

達成
↓

健康経営
↓

目標設定
↓

イントラネットでのデータ公開・
モニタリング

Step3
新たな流れ

（解凍：Unfreeze）
Well-Being 経営へ

出所：筆者作成

　オリコフスキー（Orlikowski 1996）は，連続的
な変革に対応するためのモデルを，「明確な先験
的意図がない状態での，組織化の新しいパターン
の実現」であると説明している。本事例企業が，
残業時間の削減から取り組みを開始し，それが健

表 4　A社の変革アプローチ

変革プロセス 内容
Step1
外部環境の分析

経営環境の把握と同時に企業文化
の課題をアンケートで測定

Step2
組織トップによる変革の
必要性の認知

経営戦略と人材戦略の整合性を検
討し，人的資本経営を導入
タウンホールミーティングの実施
など

Step3
ミッションと戦略の修正 中期経営計画の策定

Step4
文化と価値観の変革

経営戦略と人事戦略の“目指す姿”
の設定

Step5
組織の制度やプロセスの
変更

評価制度の変更（ノーレイティン
グ）と仕事のプロセス変更（DX
推進）

Step6
組織の目標と個人の動機
づけの連動

「ストレッチゴール」の設定，人
的資本指標の開示強化

出所：筆者作成
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康経営へと発展し，さらには人的資本経営の導
入，Well-Being 経営へ向かっていく様子は，ま
さに“組織化の新しいパターンの実現”といえる
だろう。
　このように，異なる変革アプローチが適用でき
そうな 2 事例ではあるが， A 社と SCSK に共通す
るポイントも見受けられた。
　それは，①問題の可視化，②経営トップのコ
ミットメント，③インセンティブ設計，④情報開
示による透明性確保，である。
　①の「問題の可視化」については，A 社は企
業の経営環境や従業員の意識という大きな枠組み
で状況を捉え，SCSK は「長時間労働」という目
の前の緊急課題を可視化していた。
　②の「経営トップのコミットメント」について
は，両社とも経営トップが変革をリードしていた。
　③の「インセンティブ設計」については，A
社は評価制度の変更を行い，SCSK は目標達成時
の特別ボーナス支給という形で従業員の行動変容
に結び付けていた。
　④の「情報開示による透明性確保」について
は，両社とも人的資本経営の枠組みを通して，人
的資本指標の測定と開示を積極的に行っていた。

Ⅵ　お わ り に

　まず，本論文には至らない点は幾つもあるが，
ここでは事例研究，特に今回用いた比較型ケース
スタディという研究手法が持つ限界について触れ
ておく。
　一般的に比較型ケーススタディの限界として指
摘される，ケースの選択バイアス（比較対象の選
定基準によって結果が偏る可能性）や一般化の制約

（特定の事例間の共通点を見出せても，それが他の
ケースに当てはまるとは限らない）は，本論文にも
当てはまる。これらの対応策として，今後，成功
例・失敗例の両方を事例研究対象に含めることで
バランスの取れた比較を行う，より多くの事例を
比較することにより一般化可能なパターンを導き
出す，といった工夫が必要である。
　また，ケーススタディのアプローチは豊富な定
性データを提供しているが因果関係の検証には不

十分であり，今後は統計的分析を加えることによ
り，「どの要因が変革成功に寄与したのか」を明
確にしたい。
　本論文に成果というものがあるとすれば，次の
3 つがあげられる。
　第 1 の成果は，本研究が，企業の変革アプロー
チの選択において，経営環境や組織の特性が影響
を与えることを明らかにし，それぞれの状況に応
じた最適な変革アプローチの適用条件を提示した
点である。具体的には，バークとリットウィンの
変革モデルおよびワイクとクインの変革プロセス
が，どのような企業環境で適用されやすいかを示
した。
　第 2 の成果は，あまり触れる機会のない，人事
施策の面から企業を変革する際の困難とその困難
を乗り越えるアプローチについての実態を，変革
の当事者から直接お聞きできた点にある。
　第 3 の成果は，変革の障害を乗り越える具体的
な手法（経営トップの関与，評価制度改革，インセ
ンティブ活用など）を実証的に示すことができた
点である。
　非常に良い事例という素材を十分に活かしきれ
ていない点は筆者の未熟さにあるが，本研究が今
後のさらなる研究につなげるきっかけになれば，
望外の喜びである。

 1）ここでいう「システム」とは，人事制度が個別の制度では
なく，全体としての最適化を意識した設計になっている状態，
あるいは，それぞれの人事制度が独立しているのではなく，お
互いを補完し合うことで効果を発揮することを想定した状態を
いう。

 2）一般的に無形資産とは，有形資産（土地や建物など）と対
になる概念であり，例えばブランド，研究開発力，人材などの
物理的な形を持たない資産のことを指す。人的資本もこれに含
まれる。

 3）原文での表現に基づきバークとリットウィン（Burke and 
Litwin）は「 変 革 モ デ ル 」，ワ イ ク と ク イ ン（Weick and 
Quinn）は「変革プロセス」という表現を用いた。ただし，レ
ビン（Lewin）が原文で用いた「プロセス」という表現が文脈
に応じて「モデル」とも表現されているように，本論文におい
ても両者の意味の厳格な使い分けは意図していない。なお，モ
デルとプロセスを包括的に表現する際には，「アプローチ」と
いう言葉を用いた。

 4）事例調査企業の希望に応じて社名の公表と匿名の扱いを決
定した。本稿の執筆にあたり，事例企業としてご協力いただい
た A 社および SCSK の関係者の皆様に深く感謝申し上げる。
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